
 

 

 

 

【様式1-2】～【様式1-5】作成要領 

 

● 「04 法人番号」欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27号）第39条第１項又は第２項の規定により法人番号の指定を受けた者に

ついて、国税庁長官から通知された13桁の法人番号を記載すること。なお、個人の場合など、

法人番号の通知を受けていない場合には記載を要しないこと。 

 

●  ｢17 担当者メ－ルアドレス」欄については、申請先地方公共団体からの種々の連絡に対応でき

得るアドレスを記載すること。 

 

● ｢18 代理申請時使用欄」は、行政書士が代理申請する場合に使用すること。なお、申請者の従

業員が代表者に代わって申請書を提出する場合は本欄への記載は不要であること。 

 

● ｢19 外資状況」欄については、外資系企業（日本国籍会社を含む｡）の場合に、該当する会社

区分に「○」を記載するとともに、［ ］内に外国名を、（ ） 内に当該国の資本の比率をそれ

ぞれ記載すること。外資がない場合には、「外資なし」欄に「○」を記載すること。 

なお、「３ 日本国籍会社｣（外資比率：100％）とは100パ－セント外国資本の会社を、「４ 

日本国籍会社」とは一部外国資本の会社をそれぞれいう。 

 

● ｢20 営業年数」欄には、登録を希望する業種に係る事業の開始日（複数の業種を希望する場合

は最も早い開始日）から基準日までの期間（１年未満切り捨て）を記載すること。ただし、この

間に当該事業を中断した期間がある場合には、これを除いた期間（１年未満切り捨て）を記載す

ること。 

 

● 「21 常勤職員の人数（人）」欄について、「① 技術職員」及び「② 事務職員」の各欄には、

基準日の前日において常時雇用している従業員のうち、専ら登録を希望する業種に従事してい

る職員の数を記入し、「③ その他の職員」欄には、それ以外の職員数で法人にあっては常勤

役員の数を含めたものを、個人にあっては事業主を含めたものをそれぞれ記載すること。また、

「④ 計」欄に①～③の合計人数を記入し、「⑤ 役職員等」欄に常勤役員又は事業主の数を内

数で記載すること。 

 

● 「22 設立年月日（和暦）」欄については、登記事項証明書記載の設立年月日を記載すること。

なお、個人の場合には記載を要しないこと。 

 

● 「23 みなし大企業」欄については、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項第

１号に規定する中小企業のうち、発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上を同一の大企

業が所有している中小企業、発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上を大企業が所有し

ている中小企業、大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めて

いる中小企業のいずれかに該当する中小企業（みなし大企業）は、「下記のいずれかに該当す

る」欄に「○」を記載し、上記に該当しない場合は「該当しない」欄に「○」を記載すること。 

 

● 「24 測量等実績高」の各欄については、次により記載すること。 

    「直前々年度分決算」及び「直前年度分決算」の「 年 月から 年 月まで」と記載さ

れた欄に、該当する決算期の年月を記載すること。 

    「直前々年度分決算」欄に審査基準日直前１年度分決算の前の決算による実績高を、「直



 

 

 

 

前年度分決算」欄に審査基準日直前の決算による実績高を、及び「前２ヶ年間の平均実績高」

欄には両決算に基づき算定した前２ヶ年間の平均実績高を、それぞれ登録を希望する業種ご

とに記載すること（百円単位は四捨五入）。登録を希望する業種以外の業種に係る実績高が

ある場合には、これを「合計」欄の上欄に「その他」として一括計上したうえで、これを含

めた合計額を「合計」欄に記載すること。 

 

   ※ 建設工事、物品の製造・販売、役務の提供等の実績は含めないこと。この他に、他の資

格を有しており、当該実績高を計上している場合は、その実績についても含めないこと。 

 

    決算が１事業年度１回の場合には、「直前々年度分決算」及び「直前年度分決算」の各欄

は、当該左右欄のうち右欄のみに記載すること。 

個人企業から会社組織に移行した場合、他の企業を吸収した場合等にあっては、移行前の

企業体、吸収前の企業体等の実績（ただし、申請者が行っている事業に係るものに限る。）

を含めた実績を記載すること。 

 

 

● 「25 有資格者数」欄については、下表の右欄に掲げる有資格者の数をそれぞれ該当する欄に

記載し、同表「その他」の欄に掲げる職員数については空白の欄に当該免許等の名称ととも

に記載すること。 

記載する有資格者数は自社の常勤職員のみとし、非常勤職員、友好・協力関係にある別企

業の職員等は記載しないこと。 

 

免許等の名称 有資格者 

構造設計一級建築士 

一級建築士として５年以上構造設計の業務に従事した後、国土交通大

臣の登録を受けた登録講習機関が行う講習の課程を修了した者（新建

築士法の施行前においてもその実施が認められている講習（いわゆる

「みなし講習」）受講者を含む。） 

設備設計一級建築士 

一級建築士として５年以上設備設計の業務に従事した後、国土交通大

臣の登録を受けた登録講習機関が行う講習の課程を修了した者（新建

築士法の施行前においてもその実施が認められている講習（いわゆる

「みなし講習」）受講者を含む。） 

一級建築士 
建築士法（昭和25年法律第202号）による一級建築士の免許を受けてい

る者 

二級建築士 建築士法による二級建築士の免許を受けている者 

建築設備士 
建築士法に基づく建築設備資格者を定める告示（昭和60年建設省告示

第1526号）による建築設備士の登録を受けている者 

建築積算資格者 
社団法人日本建築積算協会の行う建築積算資格者試験に合格し、登録

を受けている者 

一級土木施工管理技士 
建設業法による技術検定のうち検定種目を土木施工管理とするものの

一級に合格した者 

二級土木施工管理技士 
建設業法による技術検定のうち検定種目を土木施工管理とするものの

二級に合格した者 

測量士 測量法（昭和24年法律第188号）による測量士の登録を受けている者 

測量士補 測量法による測量士補の登録を受けている者 

環境計量士 計量法（平成４年法律第51号）による環境計量士の登録を受けている



 

 

 

 

者 

港湾海洋調査士 
一般社団法人海洋調査協会の行う港湾海洋調査士認定試験に合格した

者 

不動産鑑定士 
不動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）による不動産

鑑定士の登録を受けている者 

不動産鑑定士補 
不動産の鑑定評価に関する法律による不動産鑑定士補の登録を受けて

いる者 

土地家屋調査士 
土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）による土地家屋調査士の登

録を受けている者 

司法書士 
司法書士法（昭和25年法律第197号）による司法書士の登録を受けてい

る者 

ＲＣＣＭ 
一般社団法人建設コンサルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格

し、登録を受けている者 

技
術
士 

総合技術監理部門 

技術士法（昭和58年法律第25号）による第２次試験のうち、技術部門

を総合技術監理部門（選択科目を下記部門の選択科目（記載のない部

門は全ての選択科目）とするものに限る。）に合格した者 

建設部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を建設部門（選択科目を

｢土質及び基礎｣とするものを除く。）とするものに合格した者 

農業部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を農業部門（選択科目を

｢農業土木｣とするものに限る。）とするものに合格した者 

森林部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を森林部門（選択科目を

｢森林土木｣とするものに限る。）とするものに合格した者 

上下水道部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を上下水道部門とするも

のに合格した者 

電気・電子部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を電気・電子部門とする

ものに合格した者 

機械部門 
技術士法による第２次試験のうち、技術部門を機械部門とするものに

合格した者 

地質調査 

技術士法による第２次試験のうち、技術部門を建設部門（選択科目を

｢土質及び基礎｣とするものに限る。）又は応用理学部門（選択科目を

｢地質｣とするものに限る。）とするものに合格した者 

そ
の
他 

建設業法による技術検定のうち検定種目を建設機械施工、建築施工管

理、管工事施工管理、電気工事施工管理又は造園施工管理とするもの

に合格した者 

電気事業法（昭和39年法律第170号）による第１種電気主任技術者、第

２種電気主任技術者又は第３種電気主任技術者の免状の交付を受けて

いる者 

消防法（昭和23年法律第186号）による甲種消防設備士又は乙種消防設

備士の免状の交付を受けている者 

公共事業に必要な土地等の取得若しくは使用、これに伴う損失の補償

又はこれらに関連する業務に関し７年以上の実務の経験を有する者 

上記の他、測量等業務に関連する免許等を受けている者 

 

● 「26 自己資本額」欄については、次により記載すること。 

ア 「① 株主資本」欄には、払込済資本金に新株式申込証拠金、資本剰余金、利益剰余金、



 

 

 

 

自己株式申込証拠金を加え自己株式を減じた額（百円単位は四捨五入）を記載すること（有

限会社である場合においては、出資払込金、出資申込証拠金の額）。外資系企業の場合には、

「① 株主資本」欄の下段（ ）内に外国資本の額を内数で記載すること。 

組合の場合は組合の基本財産と組合員の払込資本金に利益剰余金を加えた額の合計額を記

載すること。 

また、個人（所得税青色申告決算書により確定申告を行う者）の場合は、確定申告控えに

ある貸借対照表から、（事業主借＋元入金＋青色申告特別控除前の所得金額）－事業主で算

出した金額を個人事業者における「株主資本」とすること。その他、評価・換算差額等、新

株予約権という概念が個人事業者の財務諸表にないため、「④ 計」欄には同じ金額が入る

こと。 

なお、個人（所得税の確定申告書Ｂにより確定申告を行う者）の場合は、確定申告書から

確認できないため、自己資本額は「0」での申請となること。 

 

イ 「② 評価・換算差額等」欄には、その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再

評価差額金があった場合には、その合計の額を記載すること。 

 

ウ 「③ 新株予約権」欄には、新株予約権があった場合にはその額を記載すること。 

 

●  ｢27 経営状況（流動比率）」欄の「① 流動資産」及び「② 流動負債」の各欄は、直前１年度

分決算によって記載すること（百円単位は四捨五入）。 

｢③ 流動比率」欄は、それぞれ小数点以下第二位の数値を四捨五入して小数点以下第一位ま

での数値を記載すること。 

 

● 「28 登録を受けている事業」欄については、下表の区分による登録を受けている場合に、そ

れぞれ該当する欄に登録番号及び登録年月日を記入し、これら以外の登録等を受けている場合

には余白の欄に必要事項を記載すること。 

登録等の名称 内容 

測量業者 測量法第55条による登録を受けている場合 

建築士事務所 建築士法第23条による登録を受けている場合 

建設コンサルタント 
建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第２条に

よる登録を受けている場合 

地質調査業者 
地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条による登

録を受けている場合 

補償コンサルタント 
補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示第1341号）第２条に

よる登録を受けている場合 

不動産鑑定業者 不動産の鑑定評価に関する法律第22条による登録を受けている場合 

土地家屋調査士 
土地家屋調査士法第８条による登録を受けている場合（土地家屋調査士

が２人以上所属しているときは、１人のみについて記載する。） 

司法書士 司法書士法第８条による登録を受けている場合 

計量証明事業者 計量法第107条による登録を受けている場合 

 

● 「29 営業年数の詳細」の「④営業年数」欄の年数は、共通様式の｢20 営業年数」欄の年数と一

致させること。 


